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社会的包摂システムに係 る調査研究
一東京都におけるホーム レス生活保護受給全数調査一
岡部卓
は じめ に一 調 査 の位 置 づ け一
わ が 国 にお け る ホー ム レス 問題 は 、 これ ま で 日雇 労働 市 場 と密 接 なっ な が りを もっ 野宿
者 ・浮 浪 者 問 題 と して 取 り上 げ られ て き た。 しか し1990年 代 に入 り都 市 問題 の 一 つ と し
て ホ ー ム レス 問 題 が大 き く浮 上 して くる。 す な わ ち、 バ ブ ル 経 済 の崩 壊 とそ の後 の経 済停
滞 ・雇 用 環 境 の 変 容 に よ り国 民 ・住 民 生活 の 経 済 的 基盤 は 揺 る ぎ、 ま たそ の よ うな状 況 が
家族 の解 体 と結 び つ き新 た な様 相 を もた ら した。 そ れ ま で 比 較 的 安 定 した職 につ い て い た
人 び とが リス トラ ・倒 産 等 に て 直接 路 上 へ 、 ま た 建 設 ・土 木 ・サ ー ビス業 種 等 の 不振 に よ
りこれ ま で 日雇 にて 生 計 を維 持 して い た者 が 路 上 へ 、 さ らに は家 族 ・地 域 の 中 で扶 養 ・生
活 して きた 障 が い 者 ・高齢 者 ・女 性 ・若 者 な どが そ れ らの 紐 帯 が弱 ま っ た こ とに よ り路 上
へ 至 る とい った 事 態 も生 み 出 され て い る。 ま た そ の 他 に も路 上 の手 前 に あ る不 安 定 な居 住
形 態 に 置 か れ て い る。
そ こで 、 これ ら居 住 の喪 失 ・不 安 定 な状 態 に あ るホ ー ム レス とい う可 視 化 され た い わ ば
剥 き出 しの 貧 困 に対 し社 会 保 障制 度 が どの よ うに機 能 す るか が 重 要 とな っ て くる。 言 うま
で もな くホ ー ム レス も 当然 の こ とな が ら社 会保 障 制 度 の 適 用 対 象 と され る が 、社 会 保 険 に
お い て は 、 失 業 や 不 安 定 雇 用 、 ま た居 住 の 喪 失 や 一 時 寄 宿 とい った 居 住 の不 安 定 性 、所 得
の源 泉 た る稼 働 収 入 の喪 失 ・低 位 性 な どか ら社 会保 険 に必 要 な資 格 要 件(住 民登 録 、保 険
料 納 付 、保 険 事 故)が 整 わず 保 険制 度 の適 用 が行 わ れ な い こ とが多 い。 ま た社 会 福 祉 制 度
等 にお い て は 主 と して 定 住 者 を対 象 に給 付 ・サ ー ビス を提 供 してお り、居 住 の安 定性 に欠
く不 定 住 状 態 に あ る ホー ム レス に対 して の接 近 が 図 られ て い ない 。 そ の結 果 、 そ の結 果 、
最 終 的 施 策 で あ る生 活 保 護 制 度 が適 用 され る こ とに な る。生 活 保 護 制 度 で は 、「居 住 地 が な
い か 定 か で な い 者 」(いわ ゆ る ホー ム レス状 態 にあ る者)に 対 し現 在 地 で保 護 を適 用 す る こ
と とな って お り、 そ の現 在 地 を所 管 す る保 護 の 実 施機 関 が 保 護 の実 施 責 任 とな る。 現 在 、
大都 市 を 中心 とす る一 部 自治 体 に これ らホ ー ム レス の 実 施 責 任 が集 中 して い る傾 向 に あ る。
国 にお い て は 、 他 都 市 か らの流 入 を 防 ぐ こ とに よ りこれ ら一 部 自治 体 へ の負 担 集 中 を軽 減
す る と とも に、 各 自治 体 が要 保 護 者 に適 切 に 実施 責任 を果 た す よ う通 知 等 を通 して適 切 な
運 営 を行 うこ とを指 導 して い る。
そ こで 、 本 調 査 事 業 は 、 国 か ら都 ヘ ホ ー ム レス に 対 し適 切 な生 活 保 護 運 営 が行 われ て い
るか そ の 実態 を明 らか にす る こ とを 目的 と して東 京 都 にモ デル 調 査 事 業(『 平 成22年 度
社 会 的 包 摂 シス テ ム に係 る調 査 』=全 数 調 査 を指 す)の 要 請 が あ り、首 都 大学 東 京 が委 託
を受 け調 査 を実 施 した もの で あ る。 具体 的 に は 、 居 住 地 の ない 者 が 住 居 を失 っ た経 過 や そ
の 後 の 移 動 状 況 、 住 居 喪 失 後 に受 け た公 的機 関 等 か らの 支 援 の有 無 等 を把 握 、分 析 す る こ
とで 、 公 的 な 支 援 の あ り方 や 生 活 保 護 部 局 と関係 機 関 との 連 携 の あ り方 を検 討 して い る。
な お 、 同調 査=全 数 調 査 につ い て は 、 国 が行 う調 査(大 阪 市 、 名 古 屋 市 で 同 時 実施)の
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調 査 項 目に加 え委 託 を受 け た東 京 都 と首都 大 学東 京 が 協 議 し独 自に調 査 項 目を追 加 して い
る。
第1章 調査概要
1-1趣 旨 と 目的
「平成22年 度 社 会 的包 摂 シ ス テ ム に係 る調 査 」(以 下 、 「包 摂 調 査 」)は 、大 都 市 で の
ホ ー ム レス 状 態 に あ る生 活 保 護 受 給 者 の増 加 が 、 どの 程 度 、 他 都 市 か らの流 入 に よ りもた
らされ て い るの か を 明 らか にす る こ とを 目的 と して い る。「包 摂 調 査 」は東 京 都 が 国 の セ ー
フテ ィネ ッ ト支 援 対 策 等 事 業 補 助 を受 け て 実施 して い る 「被 保 護 者 自立 支 援 に 関す る調 査
研 究 事 業 」 の 一 部 と して 、財 団法 人 東 京 都 福 祉 保 健 財 団 に事 業 委 託 し、公 立大 学 法人 首都
大 学 東 京 と連 携 し実 施 され た調 査 研 究事 業 で あ る。 筆 者 は 同調 査 研 究 に 関 わ っ て い る1。
「包摂 調 査 」 は 「全 数 調 査 」 と 「詳 細 調 査 」 の2つ か ら構 成 され る。 「全 数 調 査 」 は 「平
成22年12.月1日 か ら平 成23年1.月31日 ま で の 問 に保 護 開始 決 定 され た世 帯(「福 祉 事
務 所 長 が 開 始 の 決 裁 を した 日」 が上 記 期 間 内 で あ る世 帯)の うち、 保 護 申請 時 に居 住 地 が
な い か 、ま た は明 らか で な い世 帯 」を対 象 と して い る2。調 査 票 の提 出 期 限 は平 成22年12
.月1日か ら平成23年2月10日 まで で あ る(表1-1)。
表1-1:「全 数 調 査 」 お よび 「詳 細 調 査 」 調 査 票 提 出期 限
各 期 間 に開始 決定 され た世 帯 の調 査票
提 出 期 限
区 部 市 町 部
1 平 成22年12月1日 ～12月15日
平 成22年12月28
日 平 成23年1.月12日
2 平 成22年12月16日 ～12月 末 平 成23年1.月12日
3 平 成23年1.月4日 ～1.月14日 平 成23年1.月25日
平 成23年2.月10日
4 平 成23年1月17日 ～1月31日 平成23年2月10日
注:1・2は 全 数 調 査 票 お よ び 詳 細 調 査 票 、3・4は 全 数 調 査 票 の み 。 (筆者 作 成)
本 稿 で は この うち、 「全 数 調 査 」 の調 査 結 果 を も と に説 明 す る。 「全 数 調 査 」 に よっ て 生
活保 護 受 給 に至 った ホー ム レス全 体 の傾 向 を把 握 す る こ とが 可 能 で あ る。
「全数 調 査 」 の実 施 期 間 は平 成22年12月1日 か ら平成23年1H末 ま で で あ る。 ま た
調 査 方 法 は 、福 祉 事 務 所 職 員 が面 接 相 談 や 開始 時調 査 等 の 際 に調 査 事 項 の 聞 き取 りを行 い 、
そ の 内 容 を調 査 票 に記 入 す る方 式 を採 用 して い る。 調 査 実 施機 関 は東 京 都 の 区市 支 庁 下 に
あ る81福 祉 事 務 所 で、そ の うち調 査 に 同意 し聞 き取 りを行 えた 者 は 区部 の46箇 所(以 下 、
1(遠 藤2011;岡部 ほ か2011a;岡部 ほか2011b)。倫 理 的配 慮 につ いて 、 「包 摂調 査 」で は研 究 目
的 ・方法 等 につ い て調 査 協力 者 に説 明 し同意 を得 た。 調査 結果 につい て も個人 が特 定 で きない よ うに
加 工 を して い る。 また 、本 稿 で は触れ て い ない 「詳細 調査 」 につ い ては遠 藤(2011)を参 照 され た
い。
2「 詳 細 調査 」 は 「平成22年12 .月1日か ら12月 末 まで の間 に保護 開始 決 定 され た世帯(「 福祉 事務
所 長 が 開始 の決裁 を した 日」 が上 記期 間 内で あ る世帯)の うち、保 護 申請 時 に居住 地 が ない か、 また
は 明 らかで ない 世帯 か ら急 迫 に よ る職 権保 護 や 医療扶 助 単給 の場合 な ど、世帯 員 の生活 歴 等 の把握 が
で きな い世帯 は 除い た もの」 を対 象 と してい る。 つ ま り 「全数 調 査」 の12月 分 の対象 世 帯 の うち、職
権 保護 、医療 扶助 単 給等 に該 当 した世 帯 を除 い た ものが 「詳 細調 査」 の対 象世 帯 とい う関係 にな って
い る。
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区 部)と 市 支 庁 部 の22箇 所(以 下 、市 町 部)に 存 在 し た 。 調 査 対 象 は 全 体 で1,732名 、 う
ち 区 部 が1,560名 、 市 町 部 が172名 と な っ て い る(表1-2)。
表1-2:「全 数 調 査 」 の 回 収 結 果
区 部 回収 割合
千代 田区福祉事務所 49 3.1
中央 区福祉事務所 19 1.2
港 区芝 地 区総 合 支 所 くらし応 援
課
26 1.7
港 区麻 布 地 区総 合 支 所 くらし応
援課
2 0.1
港 区赤 坂 地 区総 合 支 所 くらし応
援課
1 0.1
港 区高 輪 地 区総 合 支 所 くらし応
援課
※該 当 な し
港区芝浦港南地区総合支所くら
し応援課 1 0.1
新宿 区福祉事務所 397 25.4
文京 区福祉事務所 ※該 当 な し
台東 区福祉事務所 178 11.4
墨 田区福祉事務所 48 3.1
江東 区福 祉 事務 所第 一課 21 1.3
江東 区福祉事務所第二課 27 1.7
品川 区福祉事務所 29 1.9
目黒区福祉事務所 11 0.7
大 田区福祉 事務所大森 生活 福
祉課 27 1.7
大 田区福祉 事務所調布 生活福
祉課 ※該 当 な し
大 田区福祉 事務所蒲 田生活 福
祉課 32
2.1
大 田区福祉 事 務 所糀 谷 ・羽 田生
活福 祉課
19 1.2
世 田谷区世 田谷福祉事務所 6 0.4
世 田谷区北沢福祉事務所 3 0.2
世 田谷区玉川福祉事務所 5 0.3
世 田谷区砧福祉事務所 12 0.8
世 田谷区烏山福祉事務所 3 0.2
渋谷 区福祉事務所 106 6.8
中野区福祉事務所 47 3.0
杉並福祉事務所高円寺事務所 9 0.6
杉並福祉事務所荻窪事務所 7 0.4
杉並福祉事務所高井戸事務所 6 0.4
豊 島 区福 祉 事務 所(生活 福祉 課) 111 7.1
豊島区福祉事務所(西部生活福
祉課) ※該 当 な し
北区福祉事務所 17 1.1
荒川 区福祉事務所 31 2.0
板橋 区板橋福祉事務所 55 3.5
板橋 区赤塚福祉事務所 11 0.7
板橋 区志村福祉事務所 17 1.1
練馬 区練馬総合福祉事務所 29 1.9
練馬 区石神井総合福祉事務所 9 0.6
(単位:人 、%)
市 町 部 回収 割合
八王子市福祉事務所 29 16.9
立川市福祉事務所 31 18.0
武蔵野市福祉事務所 4 2.3
三鷹市福祉事務所 11 6.4
青梅市福祉事務所 6 3.5
府 中市福祉事務所 20 11.6
昭島市福祉事務所 ※該 当な し
調布市福祉事務所 3 1.7
町田市福祉事務所 14 8.1
小金井市福祉事務所 3 1.7
小平市福祉事務所 9 5.2
日野市福祉事務所 ※該 当な し
東村山市福祉事務所 8 4.7
国分寺市福祉事務所 3 1.7
国立市福祉事務所 1 0.6
福生市福祉事務所 4 2.3
狛江市福祉事務所 3 1.7
東大和市福祉事務所 4 2.3
清瀬市福祉事務所 ※該 当な し
東 久留 米市福 祉事 務
所
※該 当な し
武 蔵村 山市福 祉事 務
所 4 2.3
多摩市福祉事務所 1 0.6
稲城市福祉事務所 2 1.2
羽村市福祉事務所 ※該 当な し
あきる野市福祉事務所 2 12
西東京市福祉事務所 5 2.9
西多摩福祉事務所 5 2.9
大島支庁 ※該 当な し
三宅支庁 ※該 当な し
八丈支庁 ※該 当な し
小笠原支庁 ※該 当な し
区部計 1,560 100.0
市町部計 172 100.0
総 計 1,732 100.0
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練馬 区光が丘総合福祉事務所 8 0.5
練馬 区大泉総合福祉事務所 6 0.4
足立区福祉部 自立支援課 ※未 回収
足立区千住福祉事務所 28 1.8
足立区中部福祉事務所 7 0.4
足立区東部福祉事務所 11 0.7
足立区西部福祉事務所 1 0.1
足立区北部福祉事務所 2 0.1
葛飾 区福祉事務所西生活課 32 2.1
葛飾 区福祉事務所東生活課 7 0.4
江戸川 区福祉 事務所生活援護
第一課 53 3.4
江戸川 区福祉 事務所生活援 護
第二課
27 1.7
江戸川 区福祉 事務所生活援護
第三課
7 0.4
(筆者 作 成)
「全 数 調 査 」 で は、 当該 期 間 に生 活 保 護 が 開 始 され た 被 保護 者 に対 して 、居 住 地喪 失 か
ら管 内転 入 に 至 る ま で の 経 緯 に つ い て 調 査 を 行 っ て い る。 調 査 項 目は大 き く、 「世 帯 人 員
3」、 「職 権 保 護 、 医 療扶 助 単 給 の有 無 」、 「直 近(最 終)の 居 住 地 の 状 況4」 、 「直 近(最 終)
の居 住 地 所 在 自治 体 へ の相 談 の有 無 」、 「居 住 地 喪 失 後 の 管 内転 入 状 況5」 、 「管 内転 入 直 前
の居 所 所 在 自治 体 へ の相 談 の有 無 」 に分 け られ る。
第2章 調 査 結 果
2-1世 帯 人 員
世 帯 人 員 数 は 、 全 体 で 「1人 」 が1,693名(97.7%)と 大 半 を 占 め 、 「2人 」 が29名
(1.7%)、 「3人 」 が5名(0.3%)、 「4人 」 が2名(0.1%)と な っ て い る 。 区 部 で は
「1人 」 が1,525名(97.8%)、 「2人 」 が25名(1.6%)、 「3人 」 が5名(0.3%)、
「4人 」 が2名(0 .1%)と な っ て い る 。 市 町 部 で は 「1人 」 が168名(97.7%)、 「2人 」
が4名(2.3%)と な っ て い る(図2-1、 表2-1)。
3質 問項 目は、世 帯 人員数 、 世帯 主 の性別 ・年齢 、世 帯員 の続 柄 ・性別 ・年齢 で あ る。
4質 問項 目は、居 住 地 を失 った 時期 、居住 地 を失 っ た理 由、所 在 地域 で あ る。
5質 問項 目は管 内へ の転入 時 期 、管 内へ の転 入理 由、管 内転入 直 前 の居所 の所 在 地域 で あ る。
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図2-1:世 帯 人 員(都 全 体)
表2-1:世 帯 人 員
(筆者 作成)
(単位:人 、%)
全 体 区 部 市 町 部
回収 割合 回収 割合 回収 割合
1人 1,693 97.7 1,525 97.8 168 97.7
2人 29 1.7 25 1.6 4 2.3
3人 5 0.3 5 0.3 0 0.0
4人 2 0.1 2 0.1 0 0.0
無回答 3 0.2 3 0.2 0 0.0
全体 1,732100.01,560100.0 172100.0
(筆者 作 成)
2-2世 帯 主 の 性 別
世 帯 主 の 性 別 は 、 全 体 で 男 性 が1,625名(93.8%)、 女 性 が104名(6.0%)と な っ て い
る。 区 部 で は 男 性 が1,462名(93.7%)、 女 性 が95名(6.1%)、 市 町 部 で は 男 性 が163名
(94.8%)、女 性 が9名(5.2%)と な っ て い る(図2-2、 表2-2)。
図2-2:世 帯 主 の 性 別(全 体)
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表2-2:世 帯 主 の 性 別 (単位:人 、%)
全 体 区 部 市 町 部
回収 割合 回収 割合 回収 割合
男性 1,625 93.8 1,462 93.7 163 94.8
女性 104 6.0 95 6.1 9 5.2
無回答 3 0.2 3 0.2 0 0.0
全体 1,732100.01,560100.0 172100.0
(筆者 作 成)
2-3年 齢
世 帯 主 の 年 齢 は 、 全 体 で 「60歳代 」 が478名(27.6%)で 最 多 で あ り、 っ い で 「50歳
代 」 が441名(25.5%)、 「40歳代 」 が345名(19.9%)、 「30歳代 」 が196名(11.3%)、
「70歳 代 」 が154名(8.9%)、 「20歳 代 以 下 」 が93名(5.4%)、 「80歳 以 上 」 が17名
(1.0%)と な っ て い る 。
区 部 で は 「60歳 代 」 が431名(27.6%)と 最 多 で あ り、 つ い で 「50歳 代 」 が403名
(25.8%)、「40歳代 」 が312名(20.0%)、 「30歳代 」 が178名(11.4%)、 「70歳代 」 が
136名(8.7%)、 「20歳代 以 下 」 が79名(5.1%)、 「80歳以 上 」 が13名(0.8%)と な っ
て い る。
市 町 部 で は 「60歳 代 」 が47名(27.3%)と 最 多 で あ り、 つ い で 「50歳 代 」 が38名
(22.1%)、「40歳代 」が33名(19.2%)、 「30歳代 」、「70歳代 」が そ れ ぞ れ18名(10.5%)
ず つ 、 「20歳代 以 下 」 が14名(8.1%)、 「80歳以 上 」 が4名(2.3%)と な っ て い る(図2-
3、表2-3)。
こ の よ う に 世 帯 主 の 年 齢 は 、60歳 以 上 が37.5%、40・50歳 代 が45.4%、30歳 代 以 下 が
16.7%であ り 、 中 高 年 が 大 き な 割 合 を 占 め て い る こ と が 確 認 で き る 。
図2-3:世 帯 主 の 年 齢(全 体)
無 回答80歳以上
0.5%
轍遭＼ 搾脚
60歳代
27.6%
「
50歳代
25.5%
_30歳 代
11.3%
40歳代
19.9%
(筆者 作 成)
34
人文 学報No.499(社会福祉学31)2015.4
表2-3:世 帯 主 の 年 齢 (単位:人 、%)
全 体 区 部 市 町 部
回収 割合 回収 割合 回収 割合
20歳代以 下 93 5.4 79 5.1 14 8.1
30歳代 196 11.3 178 11.4 18 10.5
40歳代 345 19.9 312 20.0 33 19.2
50歳代 441 25.5 403 25.8 38 22.1
60歳代 478 27.6 431 27.6 47 27.3
70歳代 154 8.9 136 8.7 18 10.5
80歳以上 17 1.0 13 0.8 4 2.3
無回答 8 0.5 8 0.5 0 0.0
全体 1,732100.01,560100.0 172100.0
(筆者作成)
2-4職 権 保 護 、 医 療 扶 助 単 給 等 の 有 無
職 権 保 護 、 医 療 扶 助 単 給 の 有 無 は 、全 体 で 「あ り」 が637名(36.8%)、 「な し」 が1,095
名(63.2%)で あ る。 区 部 で は 「あ り」 が618名(39.6%)、 「な し」 が942名(60.4%)
で あ る。 市 町 部 で は 「あ り」 が19名(11.0%)、 「な し」 が153名(89.0%)で あ る(図2-
4、表2-4)。
こ こ で は 区 部 の 「あ り」が39.6%と 、市 町 部 の11.0%を 上 回 っ て い る こ と が 確 認 で き る。
図2-4:職権 保 護 、 医療 扶 助 単 給 等 の 有 無(全 体)
(筆者 作成)
表2-4:職権 保 護 、 医療 扶 助 単 給 等 の 有 無(単 位:人 、%)
全 体 区 部 市 町 部
回収 割合 回収 割合 回収 割合
あ り 637 36.8 618 39.6 19 11.0
な し 1,095 63.2 942 60.4 153 89.0
無回答 0 0.0 0 0.0 0 0.0
全体 1,732100.01,560100.0 172100.0
(筆者 作 成)
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2-5直 近(最 終)の 居 住 地 の状 況
これ 以 降 の 質 問項 目は2-4の 「職 権 保 護 、医療 扶 助 単 給 等 の有 無 」に 「な し」 と回答 し
た者 の み を対 象 とす る。
(1)直 近(最 終)の 居 住 地 を 失 っ た 時 期(保 護 申 請 日 よ り ど の く らい 前 か)
直 近(最 終)の 居 住 地 を 失 っ た 時 期 は 、全 体 で 「1週 間 超 ～1ヶA以 内 」が156名(142%)
と 最 多 で あ り、つ い で 「10年以 上 前 」 が147名(13.4%)、 「1ヶ.月超 ～3ヶ 月 以 内 」が140
名(12.8%)、 「1年 超 ～3年 以 内 」 が122名(11.1%)と 続 い て い る 。1週 間 以 内 に166名
(15.1%)が、1ヶH以 内 に322名(29.3%)が 、6ヶ.月 以 内 に550名(50.2%)が 、1年
以 内 に647名(59.1%)が 居 住 地 を 失 っ た こ と に な る 。
区 部 で は 「10年以 上 前 」 が139名(14.8%)と 最 多 で あ り、 つ い で 「1週 間 超 ～1ヶ.月
以 内 」 が135名(14.3%)、 「1ヶ.月超 ～3ヶH以 内 」 が116名(12.3%)、 「1年超 ～3年 以
内 」 が104名(11.0%)と 続 い て い る 。1週 間 以 内 に131名(13.9%)が 、1ヶ.月 以 内 に
266名(28.2%)が 、6ヶH以 内 に457名(48.5%)が 、1年 以 内 に542名(57.5%)が 居
住 地 を 失 っ た こ と に な る 。
市 町 部 で は 「申請 日 当 日」、 「1ヶ 月 超 ～3ヶ 月 以 内 」 が24名(15.7%)ず っ で 最 多 で あ
る。つ い で 「1週 間 超 ～1ヶ.月 以 内 」が21名(13.7%)、「1年 超 ～3年 以 内 」が18名(11.8%)
と な っ て い る 。1週 間 以 内 に35名(22.9%)が 、1ヶH以 内 に56名(36.6%)が 、6ヶ.月
以 内 に93名(60.8%)が 、1年 以 内 に105名(68.6%)が 居 住 地 を 失 っ た こ と に な る(図
2-5、表2-5)。
こ こ で は 区 部 で 「10年以 上 前 」 に 居 住 地 を 失 っ た 者 が14.8%と 、 市 町 部 の5.2%を 上 回
っ て い る。 ま た 、1週 間 以 内 の 合 計 で は 、 市 町 部 が22.9%で 区 部 の13.9%を 上 回 っ て い る
こ と が 確 認 で き る 。
36
人文 学報No.499(社会福祉学31)2015.4
図2-5:直近(最 終)の 居 住 地 を失 った 時 期(全 体)
申請 日当 日
6.2%
10年
以上前
5年超～
10年以内
6.0%
3年超～
5年以内
5.0%
、鞭 一ノ
3年以 内
11.1%
＼
1年以内
8.9%
13ケ謄
6ヶ月以 内
8.0%
表2-5:直近(最 終)の 居 住 地 を失 った 時 期
1週間以 内
6.2%
1週間超～
1ヶ月以 内
14.2%
ケ 月 超 ～
ヶ.月以 内
12.8%
(筆者 作 成)
(単位:人 、%)
全 体 区 部 市 町 部
回収 割合 回収 割合 回収 割合
申請 日当 日 68 6.2 44 4.7 24 15.7
申請 日前 日 30 2.7 23 2.4 7 4.6
申請 日前 々 日～1週 間以 内 68 6.2 64 6.8 4 2.6
1週 間 超 ～1ヶ 月 以 内 156 14.2 135 14.3 21 13.7
1ケ 月 超 ～3ケ 月 以 内 140 12.8 116 12.3 24 15.7
3ヶ 月 超 ～6ヶ 月 以 内 88 8.0 75 8.0 13 8.5
6ヶ.月超 ～1年 以 内 97 8.9 85 9.0 12 7.8
1年超 ～3年 以 内 122 11.1 104 11.0 18 11.8
3年 超 ～5年 以 内 55 5.0 44 4.7 11 7.2
5年 超 ～10年 以 内 66 6.0 57 6.1 9 5.9
10年以上 前 147 13.4 139 14.8 8 5.2
無回答 58 5.3 56 5.9 2 1.3
全体 1,095100.0 942100.0 153100.0
(筆者 作 成)
(2)直 近(最 終)の 居 住 地 を 失 っ た 理 由
直 近(最 終)の 居 住 地 を 失 っ た 理 由 は 、 全 体 で 「失 業 に よ る 社 宅 等 か ら の 退 去 」 が257
名(23.5%)と 最 多 で あ る 。 つ い で 「家 賃 滞 納 に よ る 賃 貸 契 約 解 除 」(合 計)が232名
(21.2%)、 「親 族 ・知 人 宅 等 か らの 退 去 」 が109名(10.0%)と 続 い て い る 。
区 部 で は 「失 業 に よ る 社 宅 等 か ら の 退 去 」 が220名(23.4%)と 最 多 で あ る 。つ い で 「家
賃 滞 納 に よ る 賃 貸 契 約 解 除 」(合 計)が192名(20.4%)、 「親 族 ・知 人 宅 等 か ら の 退 去 」
が84名(8.9%)と 続 い て い る 。
市 町 部 で は 「家 賃 滞 納 に よ る 賃 貸 契 約 解 除 」(合 計)が40名(26.2%)で 最 多 で あ る。
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つ い で 「失 業 に よ る 社 宅 等 か ら の 退 去 」が37名(24.2%)、 「親 族 ・知 人 宅 等 か ら の 退 去 」
が25名(16.3%)と 続 い て い る(図2-6、 表2-6)。
こ こ で は 市 町 部 の 「親 族 ・知 人 宅 等 か ら の 退 去 」 は16.3%で 区 部 の8.9%を 上 回 っ て い
る こ と が 確 認 で き る 。
図2-6:直近(最 終)の 居 住 地 を失 った 理 由(全 体)
逮捕 ・拘留
7.0%
借金取 り立てか ら
の退避
1.9% らの退去
10.0%
家賃滞納(失 業 ・
就労収入減少)に
よる賃貸契約解除
16.3%
自宅か らの退去
4.9%
貸契約解除
4.9%
家主との トラブル
による賃貸契約解
除
1.8%
か らの退去
23.5%
(筆者 作 成)
表2-6:直近(最 終)の 居 住 地 を失 った 理 由 (単位:人 、%)
全 体 区 部 市 町 部
回収 割合 回収 割合 回収 割合
家 賃滞 納(失 業 ・就 労 収
入 減 少)に よ る賃 貸 契
約解 除
178 16.3 147 15.6 31 20.3
家 賃 滞 納(手 持 金 の 費
消)に よる賃 貸 契 約 解
除
54 4.9 45 4.8 9 5.9
家 主 との トラブ ル に よ
る賃貸 契約 解 除
20 1.8 19 2.0 1 0.7
失 業 に よる社 宅 等 か ら
の退 去 257 23.5 220 23.4 37 24.2
離婚 、DV等 に よ る 自宅
か らの退去 54 4.9 46 4.9 8 5.2
親 族 ・知人 宅等 か らの
退 去
109 10.0 84 8.9 25 16.3
借 金 取 り立 てか らの 退
避
21 1.9 18 1.9 3 2.0
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入 院 ・入 所 20 1.8 18 1.9 2 1.3
逮捕 ・拘留 77 7.0 67 7.1 10 6.5
そ の他 232 21.2 206 21.9 26 17.0
無回答 73 6.7 72 7.6 1 0.7
全体 1,095100.0 942100.0 153100.0
(筆者 作 成)
(3)直 近(最 終)の 所 在 地 域
直 近(最 終)の 所 在 地 域 は 、 全 体 で 「管 内 」 が302名(27.6%)、 管 外(合 計)が717
名(65.5%)で あ る 。 管 外 の 内 訳 は 、 「管 外(都 内)」 が346名(31.6%)、 「都 外 」 が
371名(33.9%)で あ る 。 区 部 で は 「管 内 」 が235名(24.9%)、 管 外(合 計)が634名
(67.3%)であ る。 管 外 の 内 訳 は 、 「管 外(都 内)」 が292名(31.0%)、 「都 外 」 が342
名(36.3%)で あ る 。市 町 部 で は 「管 内 」が67名(43.8%)、 管 外(合 計)が83名(54.3%)
で あ る。 管 外 の 内 訳 は 、 「管 外(都 内)」 が54名(35.3%)、 「都 外 」 が29名(19.0%)
で あ る(図2-7、 表2-7)。
こ こ で は 市 町 部 の 「管 内 」 が43.8%と 、 区 部 の24.9%を 上 回 っ て い る 。 こ れ に 対 し 、 区
部 の 「都 外 」 が36.3%と 、 市 町 部 の19.0%を 上 回 る結 果 と な っ て い る 。
図2-7:直 近(最 終)の 所 在 地 域(全 体)
表2-7:直 近(最 終)の 所 在 地 域
(筆者 作 成)
(単位:人 、%)
全 体 区 部 市 町 部
回収 割合 回収 割合 回収 割合
管 内(区 市 町村 内) 302 27.6 235 24.9 67 43.8
管外(都 内) 346 31.6 292 31.0 54 35.3
都外 371 33.9 342 36.3 29 19.0
無回答 76 6.9 73 7.7 3 2.0
全体 1,095100.0 942100.0 153100.0
(筆者 作 成)
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(4)直 近(最 終)の 居 住 地 所 在 自治 体 へ の 相 談 の 有 無
直 近(最 終)の 居 住 地 所 在 自治 体 へ の 相 談 の 有 無 は 、全 体 で 「相 談 な し」が653名(59.6%)、
「保 護 受 給 」 が151名(13 .8%)、 「生 活 保 護 の 相 談 の み 」 が71名(6.5%)と な っ て い
る。 区 部 で は 「相 談 な し」 が561名(59.6%)、 「保 護 受 給 」 が127名(13.5%)、 「生
活 保 護 の 相 談 の み 」が49名(5.2%)と な っ て い る。市 町 部 で は 「相 談 な し」が92名(60.1%)、
「保 護 受 給 」 が24名(15.7%)、 「生 活 保 護iの相 談 の み 」 が22名(14.4%)と な っ て い
る(図2-8、 表2-8)。
こ こ で は 市 町 部 の 「生 活 保 護 の 相 談 の み 」 が14.4%と 、 区 部 の5.2%を 上 回 っ て い る こ
と が 確 認 で き る 。 「相 談 な し」 や 「保 護 受 給 」 の 割 合 は 区 部 と市 町 部 で 大 き な 差 は み ら れ
な い 。
図2-8:直近(最 終)の 居 住 地所 在 自治 体 へ の相 談 の有 無(全 体)
み
1.9%
住宅手当窓 口で
の相談のみ
0.4%
保護 申請 中
2.9%
保護 申請 し、去
下
0.5%
下げ
0.2% 生活保護の相談
のみ
6.5%
無回答
3.7%一＼
表2-8:直近(最 終)の 居 住 地所 在 自治 体 へ の相 談 の有 無
(筆者 作 成)
(単位:人 、%)
全 体 区 部 市 町 部
回収 割合 回収 割合 回収 割合
相 談 な し 653 59.6 561 59.6 92 60.1
生活 保護 の相談 の み 71 6.5 49 5.2 22 14.4
生活 保護 申請 し、取下 げ 2 0.2 2 0.2 0 0.0
生活 保護 申請 し、却 下 5 0.5 5 0.5 0 0.0
保護 申請中 32 2.9 31 3.3 1 0.7
保護受給 151 13.8 127 13.5 24 15.7
住 宅 手 当 窓 口で の 相 談 4 0.4 3 0.3 1 0.7
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のみ
生 活 保 護 相 談 以 外 の 窓
口で の相 談 の み
21 1.9 19 2.0 2 1.3
そ の他 27 2.5 25 2.7 2 1.3
不 明 88 8.0 85 9.0 3 2.0
無回答 41 3.7 35 3.7 6 3.9
全体 1,095100.0 942100.0 153100.0
(筆者 作 成)
2-6居 住 地 喪 失 後 の 管 内 転 入 状 況
(1)居 住 地 喪 失 後 の 管 内 へ の 転 入 時 期
居・住 地 喪 失 後 の 管 内 へ の 転 入 時 期 は 、 「無 回 答 」 が171名(15.6%)と 最 多 で あ り、 っ
い で 「転 入 な し」が141名(12.9%)、 「申請 日前 々 日～1週 間 以 内 」が133名(12.1%)、
「申 請 日 当 日」 が132名(12.1%)で あ る。
転 入 の 時 期 は 、 「1週 間 以 内(計)」 が326名(29.8%)、 「1週 間 超 ～1ヶA以 内 」 が
102名(9.3%)で 、 「1ヶ.月以 内(計)」 が428名(39.1%)で あ る。 ま た 、 「6ヶ.月以
内(計)」 は558名(50.9%)、 「1年 以 内(計)」 は608名(55.5%)と な っ て お り過
半 数 が 居 住 地 喪 失 後1年 以 内 に 管 内 に 転 入 し て い る こ と が わ か る。
区 部 で は 「無 回 答 」 が137名(14.5%)と 最 多 で あ り、 つ い で 「申 請 日前 々 日 ～1週 間
以 内 」 が121名(12.8%)、 「申 請 日 当 日」 が121名(12.8%)で 、 「転 入 な し」 が115
名(12.2%)で あ る 。
市 町 部 で は 「無 回 答 」 が34名(22.2%)と 最 多 で あ り、 次 い で 「転 入 な し」 が26名
(17.0%)、 「1週 間 超 ～1ヶ 月 以 内 」 が20名(13.1%)、 「申 請 日前 日～ 一 週 間 以 内 」
が12名(7.8%)で あ る(図2-9、 表2-9)。
1週 間 以 内(計)は 、 区 部 が31.4%で 市 町 部 の18.9%を 上 回 っ て い る 。 ま た 、 長 期 に お
い て も 区 部 の5年 以 上(計)が10.3%で 市 町 部 の4.6%を 上 回 っ て い る 。
図2-9:居住 地 喪 失 後 の 管 内 へ の 転 入 時 期(全 体)
3年超 ～
5年以 内
2.1%
1年超
10年
以上前
5.8%
へ
無回答
15.6%
6ケ月以 内3ケE以 内
4.7%7.1%
1週間超～
1ヶ月以内
9.3%
一申 請 日 当 日
12.1%
申請 日
前 日
5.6%
L申 請 日前 々 日
～1週 間以内
12.1%
(筆者 作 成)
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表2-9:居住 地 喪 失 後 の 管 内 へ の 転 入 時 期 (単位:人 、%)
全 体 区 部 市町部
回収 割合 回収 割合 回収 割合
転入 な し 141 12.9 115 12.2 26 17.0
申請 日当 日 132 12.1 121 12.8 11 7.2
申請 日前 日 61 5.6 55 5.8 6 3.9
以 内
申請 日前 々 日～1週 間
133 12.1 121 12.8 12 7.8
1週 間 超 ～1ヶ 月 以 内 102 9.3 82 8.7 20 13.1
1ヶ 月 超 ～3ヶ 月 以 内 78 7.1 65 6.9 13 8.5
3ヶ 月 超 ～6ヶ 月 以 内 52 4.7 45 4.8 7 4.6
6ヶ 月 超 ～1年 以 内 50 4.6 48 5.1 2 1.3
1年超 ～3年 以 内 48 4.4 39 4.1 9 5.9
3年超 ～5年 以 内 23 2.1 17 1.8 6 3.9
5年 超 ～10年 以 内 41 3.7 38 4.0 3 2.0
10年以 上 前 63 5.8 59 6.3 4 2.6
無回答 171 15.6 137 14.5 34 22.2
全体 1,095100.0 942100.0 153100.0
(筆者 作 成)
(2)居 住 地 喪 失 後 の 管 内 へ の 転 入 理 由
以 下 は 、 表2-9「 管 内 へ の 転 入 時 期 」 の 「転 入 な し」 を 除 い た 集 計 結 果 で あ る。
居 住 地 喪 失 後 の 管 内 へ の 転 入 理 由 と し て は 、全 体 で は 「福 祉 相 談 目 的 」が192名(20.1%)
と 最 多 で あ る 。つ い で 「求 職 目 的 」が185名(19.4%)、 「特 に 理 由 な し」が157名(16.5%)、
「無 回 答 」 が132名(13 .8%)で あ る。
区 部 で は 「福 祉 相 談 目 的 」が187名(22.6%)と 最 多 で あ る。 つ い で 「求 職 目 的 」 が159
名(19.2%)、 「特 に 理 由 な し」 が141名(17.0%)、 「無 回 答 」 が116名(14.0%)、
「そ の 他 」 が104名(12.6%)で あ る。
市 町 部 で は 「そ の 他 」 が28名(22.0%)と 最 多 で あ る。 つ い で 「求 職 目的 」 が26名
(20.5%)、 「特 に 理 由 な し」 が16名(12.6%)、 「無 回 答 」 が12名(12.6%)、 「知
人 ・友 人 を 頼 っ て 」 が14名(11.0%)で あ る(図2-10、 表2-10)。
区 部 ・市 町 部 を 比 較 す る と 、 区 部 の 「福 祉 相 談 目的 」 が22.6%と 市 町 部 の3.9%を 上 回
る。 ま た 、 市 町 部 で は 「そ の 他 」 や 「知 人 ・友 人 を 頼 っ て 」 の 割 合 が 区 部 よ り も 高 い こ と
が わ か る。
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図2-10:居住 地 喪 失 後 の管 内へ の転 入 理 由(全 体)
無回答
13.8% (
特 に理 由な し
16.5%
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4
表2-10:居住 地 喪 失 後 の管 内へ の転 入 理 由
親族等か らの
扶養 ・援助 目
的
1.9%
知人 ・友人等
を頼って
7.5%
以前の居住地
(故郷等)
4.0%
簡 易宿所(ド
ヤ)等利用 目的
2.9%
(筆者 作 成)
(単位:人 、%)
全 体 区 部 市町部
回収 割合 回収 割合 回収 割合
求職 目的 185 19.4 159 19.2 26 20.5
親 族 等 か らの扶養 ・援 助 目
的
18 1.9 11 1.3 7 5.5
知人 ・友 人等 を頼 って 72 7.5 58 7.0 14 11.0
以前 の居 住 地(故 郷 等) 38 4.0 29 3.5 9 7.1
簡 易 宿所(ド ヤ)等利 用 目的 28 2.9 22 2.7 6 4.7
福祉相談 目的 192 20.1 187 22.6 5 3.9
そ の他 132 13.8 104 12.6 28 22.0
特 に理 由な し 157 16.5 141 17.0 16 12.6
無回答 132 13.8 116 14.0 16 12.6
全体 954100.0 827100.0 127100.0
(筆者 作 成)
(3)居 住 地 喪 失 後 の 管 内 転 入 直 前 の 居 所 の 所 在 地 域
居 住 地 喪 失 後 の 管 内 転 入 直 前 の 居 所 の 所 在 地 域 は 、 全 体 で 「管 外(都 内)」 が459名
(48.1%)と最 多 で あ り、つ い で 「都 外 」が292名(30.6%)、 「無 回 答 」が203名(21.3%)
で あ る 。
区 部 で は 「管 外(都 内)」 が394名(47.6%)と 最 多 で あ り 、 つ い で 「都 外 」 が257名
(31.1%)、 「無 回 答 」 が176名(21.3%)で あ る 。
市 町 部 で は 「管 外(都 内)」 が65名(51.2%)と 最 多 で あ り、 つ い で 「都 外 」 が35名
(27.6%)、 「無 回 答 」 が27名(21.3%)で あ る(図2-11、 表2-11)。
区 部 と 市 町 部 の 問 に は 傾 向 と し て は 著 し い 差 は み ら れ な い 。 しか し な が ら 、 区 部 の 「管
外(都 内)」47.6%、 「都 外 」31.1%とい う割 合 と比 べ 、市 町 部 で は 「管 外(都 内)」51.2%、
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「都 外 」27.6%と都 内 か ら の 流 入 が 多 く 、 都 外 か ら の 流 入 は 少 な く な っ て い る。
図2-11:居住 地 喪失 後 の 管 内 転 入 直 前 の 居 所 の所 在 地 域(全 体)
(筆者 作成)
表2-11:居住 地 喪失 後 の 管 内 転入 直 前 の 居 所 の所 在 地 域(単 位:人 、%)
全 体 区 部 市町部
回収 割合 回収 割合 回収 割合
管外(都 内) 459 48.1 394 47.6 65 51.2
都外 292 30.6 257 31.1 35 27.6
無回答 203 21.3 176 21.3 27 21.3
全体 954100.0 827100.0 127100.0
(筆者 作 成)
(4)居 住 地 喪 失 後 の 管 内 転 入 直 前 の 居 所 所 在 自治 体 へ の 相 談 有 無
居 住 地 喪 失 後 の 管 内 転 入 直 前 の 居 住 地 所 在 自 治 体 へ の 相 談 の 有 無 は 、 全 体 で は 「相 談 な
し」 が581名(60.9%)と 過 半 数 を 占 め 、 つ い で 「保 護 受 給 」 が102名(10.7%)、 「無
回 答 」 が96名(10.1%)で あ る 。
区 部 で は 全 体 で は 「相 談 な し」 が493名(59.6%)と 過 半 数 を 占 め 、つ い で 「保 護 受 給 」
が92名(11.1%)、 「無 回 答 」 が82名(9.9%)で あ る。
市 町 部 で は 全 体 で は 「相 談 な し」 が88名(69.3%)と 過 半 数 を 占 め 、つ い で 「無 回 答 」
が14名(11.0%)、 「保 護 受 給 」 が10名(7.9%)で あ る(図2-12、 表2-12)。
区 部 と 市 町 部 を 比 較 す る と 区 部 で は 「相 談 な し」 が59.6%で あ る の に 対 し て 、 市 町 部 で
は69.3%と 市 町 部 の 方 が 「相 談 な し」 の 割 合 が 高 い こ と が 分 か る 。
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図2-12:居住 地 喪 失 後 の管 内転 入 直前 の居 所所 在 自治 体 へ の相 談 有 無(全 体)
保護 申請 中
0.8%保護 申請 し
、却
下
0.2%保護 申請 し、取
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0.5% の み
4.8%
(筆者 作 成)
表2-12:住地 喪 失 後 の管 内転 入 直 前 の居 所 所在 自治 体 へ の 相 談 有 無(単 位:人 、%)
全 体 区 部 市町部
回収 割合 回収 割合 回収 割合
相 談 な し 581 60.9 493 59.6 88 69.3
生活保 護 の相 談 のみ 46 4.8 39 4.7 7 5.5
保 護 申請 し、取 下 げ 5 0.5 5 0.6 0 0.0
保 護 申請 し、却 下 2 0.2 2 0.2 0 0.0
保護 申請 中 8 0.8 8 1.0 0 0.0
保護受給 102 10.7 92 11.1 10 7.9
住 宅 手 当窓 口で の相 談 のみ 0 0.0 0 0.0 0 0.0
生活保 護 以外 の窓 口で の相談 の み 8 0.8 7 0.8 1 0.8
そ の他 29 3.0 26 3.1 3 2.4
不 明 77 8.1 73 8.8 4 3.1
無回答 96 10.1 82 9.9 14 11.0
全体 954100.0 827100.0 127100.0
(筆者 作 成)
ま とめ
全 数 調 査 で は生 活 保 護 受 給 に至 っ た ホ ー ム レス を対 象 に、 そ の全 体 の傾 向 を把 握 す る こ
と を 目的 と した 。 調 査 の結 果 、単 身 世 帯 が ほ とん どで あ る こ と、男 性 が9割 以 上 を 占め て
い る こ と、50代 ・60代で 半 数 を 占め る こ とや4割 弱 が 職 権 保 護 ・医療 扶 助 単給 を受 けて
い る こ とが 明 らか に な っ た。 調 査 対 象 や 手 法 が 異 な るた め単 純 な比 較 は で き な い が 、 ホ ー
ム レス の実 態 に 関 す る全 国調 査 検 討 会(2012)の 結 果 と性 別 の 傾 向 は 大 差 が ない もの の 、
年 齢 分布 にお い て30代 以 下 の層 が 多 く、60代 以 上 の層 が少 な い 結果 とな って い る。
直 近(最 終)の 居 住 地 は 、 半数 が居 住 地 喪 失 後 半 年 以 内 に生 活 保 護 受 給 に至 っ て い る。
ま た 、 半数 が居 住 地 喪 失 後 半 年 以 内 に管 内へ 転 入 して い る。 居 住 地 喪 失 後1週 間 以 内 に生
活保 護 申請 に至 っ た者 が15%程 度 で あ る こ とや 居 住 地 喪 失 後 半年 以 上経 過 して い る者 が4
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割 強 い る こ とな どは、 ホー ム レス状 態 か らの脱 却 が 困難 な こ とを示 して い る。
ま た 、 居 住 地 喪 失 の理 由 も家 賃 滞 納 や 失 業 とい っ た 内容 が 半 数 近 くを 占め 、就 労 と貧 困
の 関 連 性 の 強 さが うか が え る。 一 方 で居 住 地 喪 失 後 の 管 内 転 入 の理 由 は求 職 目的 と福 祉 相
談 目的 が ほぼ 同数 で あ り、 ホ ー ム レス とな っ た 後 の 生 活 再 建 の手 段 と して就 労 と福 祉 へ の
ア クセ ス が 求 め られ て い た とい え よ う。
直 近 の 所 在 は 管 内 と管 外(都 内)を 併 せ る と半 数 を超 え る こ と、 管 内転 入 直 前 の居 所 の
半数 が 管 外 の 都 内で あ る こ とな どか ら、 ホ ー ム レス が 東 京 都 内、 あ る い は地 理 的 に近 接 し
て い る地 域 で 滞 留 を して い る こ とが 考 え られ る。 同 時 に所 在 自治 体 へ の相 談 もほ とん ど行
わ れ て お らず 、 行 われ て い る場 合 も生活 保 護 の相 談 ・受 給 が ほ とん どで あ る。 こ こか らは
「福 祉 事 務 所 は利 用 せ ず 、 ど うし よ うもな くな っ た 時 に生 活 保 護 を受 給 す る」 とい う姿 が
伺 え る。 生 活 保 護 の利 用 以 外 に所 在 自治 体 へ の相 談 が な く、 日常 生 活 や 社 会 生 活 の支 援 が
行 えな い こ と に よ り、 自立 に繋 が っ て い な い の で は な い か 。
これ らを概 観 す る と、 ホー ム レス とな っ た 後 に生 活保 護 申請 ・利 用 以 外 は 自治 体 との接
点 を持 た ず 、 支 援 が十 分 で な く 自立 に繋 が っ て い な い ホ ー ム レス像 が浮 か び上 が る。 こ う
した 背 景 には 、 福 祉 事 務 所 へ の相 談 ・申請 の ハ ー ドル の 高 さや 、 そ のハ ー ドル の 高 さゆ え
にNPO・ 市 民 団体 等 が代 替 ・補 完 的 な役 割 を果 た して い る面 もあ る と思 わ れ る。ホ ー ム レ
ス 状 態 の解 消 が 困難 な課 題 で あ る こ とを踏 ま えれ ば 、 ホ ー ム レス に対 す る包 括 的 な支 援 の
輪 の 一 部 と して 、 福 祉 事 務 所 が積 極 的 に 関 わ っ て い くこ とが 求 め られ る の で は な い か。
*本 調 査 報 告 の 執 筆 分 担 は 、 「調 査 を 行 うに 当 た っ て 」 は 岡 部 卓 、 「第1章 」、 「第2章 」
の2-1か ら2-5と 「ま と め 」 は 遠 藤 康 裕 、 「第2章 」 の2-6は 荒 牧 孝 次 が 担 当 し た 。 執 筆 の
責 任 の す べ て は 岡 部 に あ る 。
な お 本 調 査 報 告 は、2011年に著 した 『社 会 的包 摂 シス テ ム に係 る調 査 研 究 平 成22年
度調 査 報 告 書 【全数 調 査 編 】』(研究 代 表 者 岡 部卓)財団 法 人 東 京 都 福 祉 保 健 財 団 の 一部 を
加 除 ・修 正 した も ので す 。 調 査 に 当 た っ て は 、調 査 協 力 を して 下 さっ た東 京 都 下 自治 体所
管社 会 事 務 所 ・特 別 区所 管 福 祉 事 務 所 、企 画 ・関係 調 整 を して 下 さっ た東 京 都 福 祉 保 健 局 、
事務 局 を担 って 下 さっ た公 益 財 団法 人 東 京 都 福 祉 保 健 財 団 、 調 査 集 計 を して 下 さっ た桜 プ
ラ ンニ ン グ に、 紙 面 を借 りて御 礼 を 申 し上 げ ま す。
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